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地域再生計画 

 

１ 地域再生計画の名称 

  第２期柳津町まち・ひと・しごと創生推進計画 

 

２ 地域再生計画の作成主体の名称 

福島県河沼郡柳津町 

 

３ 地域再生計画の区域 

福島県河沼郡柳津町の全域 

 

４ 地域再生計画の目標 

本町は標高 1,482ｍの博士山をはじめとして、町全体が深い緑で包まれ、澄んだ

空と水、四季折々の美しい自然に恵まれており、未来に残すべき美しい自然景観を

有しています。また、悠々と流れる只見川をはじめとした豊かな自然の中で動植物

が生き生きと生息しています。今まで、只見柳津県立自然公園に指定されていまし

たが、令和３年 10 月に福島、新潟両県をまたがる越後三山只見国定公園に編入さ

れ、国定公園としては全国２位の広さとなりました。 

本町には、日本三大虚空蔵尊の一つ福満虚空藏菩薩圓藏寺を中心として栄えてき

た信仰の里であり参拝する人々の姿は古来より絶えることはありません。また、中

心街には、名物のあわまんじゅうを蒸す蒸気が立ち、温泉情緒豊かな街並みの柳津

温泉があり、その中心街から 10㎞ほど離れたところには、豊かな自然に囲まれた歴

史ある源泉を守り今に伝えるやすらぎの秘湯として知られる西山温泉があります。 

また、柳津西山地熱発電所や水力発電所が立地されており、全国エネルギー自給率

で第６位（平成 30年度）となっており、再生可能エネルギーの先進地です。 

しかし、長引く景気の低迷による経済情勢の変化や生活環境の変化により、主要

産業である農業や観光業などで大きな影響を受けたところです。 

これまでの人口の推移では、昭和 30 年の 9,709 人をピークに人口減少の傾向が

続いており、令和２年国勢調査結果では 3,081 人と、ピーク時のおよそ３分の１と

なっています。国立社会保障・人口問題研究所によると、令和 22年には 2,524人に
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まで減少となる見込みです。また、世帯数と世帯人員の推移をみると、人口の減少

と比例して減少となっています。１世帯当たりの世帯人員は、昭和 30年には１世帯

あたり 6.34 人であったものが平成 27 年では１世帯当たり 2.94 人となります。核

家族化や高齢者夫婦、高齢者のひとり暮らし世帯の増加などにより世帯家族規模の

縮小化が進んでおり今後も縮小されることが予想されます。 

年齢３区分別の人口動態をみると、昭和 55年では、年少人口 1,088人、生産年齢

人口 3,641 人、老年人口 949 人となっていましたが、令和７年４月１日時点では年

少人口 258人、生産年齢人口 1,212人、老年人口 1,339人となっています。 

自然動態をみると、昭和 60 年には出生数 66 人が死亡数 50 人を上回る自然増で

したが、令和６年度には出生数 9人、死亡数 58 人と、▲49人の自然減となってい

ます。また、合計特殊出生率をみても、令和６年度は 1.47と国・県平均を下回って

います。 

社会動態をみると平成 16 年には転入者 111 人が転出者 106 人を上回る社会増で

した。しかし、雇用機会の減少や進学や転職による若者の転出が多いことにより、

令和６年には転入者 46人、転出者 79人と、▲33人の社会減となっています。 

人口減少・少子高齢化の進行により、働き手の減少や産業分野等の担い手・後継

者不足による地域経済規模の縮小、税収の減少、高齢化による医療・福祉をはじめ

とする社会保障費の増大、地域コミュニティの衰退や活力の低下など、様々な分野

に影響を及ばすこととなります。 

これらの課題に対応するため、若者が定住しやすい並びに子育てしやすい環境づ

くりが必要であり、安心して子育てができるよう、より一層の支援の充実を図って

いきます。また、高齢化が進む中、高齢者が健康で生きがいを持って住み続けられ

る生活環境を確保するため、保健・医療・救急・福祉サービスの充実をはじめ、生

涯にわたり活躍できる仕組みづくりに取り組み、住み続けられるまちづくりの実現

を目指します。 

これらの取り組みにあたっては、次の４つの項目を本計画期間における基本目標

と掲げ進めていきます。 
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   ・基本目標１ 安心して働けるしごとと環境をつくる 

   ・基本目標２ 柳津町へ新しい人の流れをつくる 

   ・基本目標３ 結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

 ・基本目標４ 安心して暮らせる魅力的な地域をつくる 

 

 

【数値目標】 

５－２の

①に掲げ

る事業 

ＫＰＩ 
現状値 

（計画開始時点） 

目標値 

（2030年度） 

達成に寄与する

地方版総合戦略

の基本目標 

ア 事業所数（事業所） 179 188 基本目標１ 

ア 求職者数（人） 71 66 基本目標１ 

イ 
観光客入込数（花火大会を

含まない）（人） 
674,325 740,000 基本目標２ 

イ 
地域おこし協力隊着任数（

延べ）（人） 
16 100 基本目標２ 

ウ 合計特殊出生率（％） 1.47 1.50 基本目標３ 

ウ 年間の出生数（人） 9 15 基本目標３ 

エ 

日頃から生きがいを感じ

生活している高齢者の割

合（％） 

92.0 95.0 基本目標４ 

エ 
町民バスが便利だと思う

町民の割合(％)  
－ 60.0 基本目標４ 

エ 
協働のまちづくり支援事

業実施累積件数（件） 
2 10 基本目標４ 
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５ 地域再生を図るために行う事業 

５－１ 全体の概要 

５－２のとおり。 

 

５－２ 第５章の特別の措置を適用して行う事業 

○ まち・ひと・しごと創生寄附活用事業に関連する寄附を行った法人に対する

特例（内閣府）：【Ａ２００７】 

① 事業の名称 

柳津町まち・ひと・しごと創生推進事業 

ア 安心して働けるしごとと環境をつくる事業 

イ 柳津町への新しい人の流れをつくる事業 

ウ 結婚・出産・子育ての希望をかなえる事業 

エ 安心して暮らせる魅力的な地域をつくる事業 

 

② 事業の内容 

ア 安心して働けるしごとと環境をつくる事業 

主要産業である農業を軸として振興作物の推進、地産地消の推進、６次

産業化への拡大、担い手確保対策など農業の振興に積極的に取り組むとと

もに、林業についても森林利活用ビジョンを基本とし、間伐等の実施を行い

森林の活性化を目指します。 

商工業では中心市街の活性化、新規参入希望者の支援・育成など、町内

産業の活性化により経営と雇用の安定を図り、多様な働く場を創出しま

す。また、妊娠など人生の大きな節目に合わせて柔軟な働き方が選択できる

環境の実現を図ります。 

【具体的な事業】 

・農林業従事者の確保 

・有害鳥獣被害の防止  

・新規参入者や後継者への支援 

・商品開発及び販売の促進 等 
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イ 柳津町への新しい人の流れをつくる事業 

自然・歴史・文化など豊富にある地域資源について、ＩＣＴを活用した

積極的な情報発信を行うなど、交流人口や関係人口を増やす取り組みを推

進していきます。 

また、Ｕ・Ｉ・Ｊターンできる環境の整備や協力隊制度の活用により移住を

促進するとともに、定住施策の実施により転出の抑制にも取り組むことに

より、大幅な転出超過状態から転入転出±０を目指します。 

【具体的な事業】 

 ・文化財の適切な保存・活用 

・魅力ある観光地づくりの推進 

・交流人口・関係人口創出事業の推進 

・歴史資源の有効活用 等 

      

      

ウ 結婚・出産・子育ての希望をかなえる事業 

次世代を担う子どもを安心して産み育てることができるような、子育て

サービスの充実や負担の軽減を図ります。また、子育てをする親が喜びや

楽しみを実感できるよう、家庭・学校・保育所と地域全体で支える環境づ

くりを推進していきます。 

児童生徒の育成については、ＩＣＴを活用し学力向上につながる支援を

推進します。また、地域の歴史や文化、自然、産業、人材などを活かした

体験活動やボランティア活動を支援するなど教育環境の一層の充実を図り

ます。 

【具体的な事業】 

・確かな学力の向上・豊かな心の育成・健やかな身体の育成 

・教育環境・条件の整備充実 

・子どもを安心して産み育てられる環境支援 

・保育サービス・保育施設の充実 等 
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エ 安心して暮らせる魅力的な地域をつくる事業 

高速交通体系やＩＣＴ技術の進展に合わせた快適な地域社会の実現や、

歴史や産業など特色ある地域相互の連携の強化を進め、地域の特色を生か

したまちづくりを推進します。また、再生可能エネルギーの有効利用を推

進するなど、環境への負荷が少ないまちづくりを目指します。 

防災については、町民・行政・関係機関が一体になり、それぞれの役割

や特性に応じ災害等の地域課題に取り組んでいけるよう連携とその補完強

化に努め、町民が安全で安心して暮らせる生活環境を目指します。 

また、生涯を通じて住み慣れた地域でいきいきした生活を送り続けられ

るよう、健康づくりの推進や医療体制の整備、高齢者や障がい者の自立を

促進する環境整備を図り、いつまでも社会に貢献し健やかに暮らせる社会

の実現を目指します。 

【具体的な事業】 

・生活環境の整備 

 ・医療機関の存続と連携 

     ・危機管理・防災意識の向上 

     ・デジタル環境の充実 等 

      

      

※ なお、詳細は第３期柳津町まち・ひと・しごと創生総合戦略のとおり。 

 

③ 事業の実施状況に関する客観的な指標（重要業績評価指標(ＫＰＩ)） 

４の【数値目標】に同じ。 

④ 寄附の金額の目安 

100,000千円（2026年度～2030年度累計） 

⑤ 事業の評価の方法（ＰＤＣＡサイクル） 

毎年度９月頃に外部評価委員会によるＰＤＣＡサイクルを実施し効果検証 

を行う。効果検証結果は町ホームページにて公表する。 

⑥ 事業実施期間 

2026年４月１日から 2031年３月 31日まで 
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６ 計画期間 

2026年４月１日から 2031年 3月 31日まで 


